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環境保全を目的とした耕種部門と畜産部門の連携システムに関する研究
沖縄県伊江島の事例研究一
権藤幸憲・麓誘市郎・小林担夫
A study on the cooperation system of the cultivation sector and the stockbreeding 
sector for the environmental protection… case study of Island IE -
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要約
臼本の議産地域の多くは、市場では処理できない糞尿問題を抱えている。そして、ほとんどの場合、
家斎糞尿は野臨み放i置され、部にさらされることで地下水の窓素過多や海洋汚染などの環境問題を発生
させている。その一方で¥このような環境問題を資源の有効利用を通じて問避している地域が存在する。
NJ縄県伊江烏は耕穣部門と商産部門の述携システムを確立させ、環境保全型農業を推進するモデル地域
である。本報告書は、その伊江j誌の調査内容と成功要因の分析を行ったものである。
Summary 
1n Japan the case of returning the excrement discharging from livestock to the cultivated field 
is 叩 ducingand that is cased environmental pollution problems such as the excess nitrogen of 
the groundwater and the sea pollution. An antidote for this problem is harmless disposal or 
establishment the system using the excrement effectively. However the excrement discharging 
from livestock is not return to the cultivated field and leave alone. And in actuality the environ-
mental problem is occl1rring as stated above. On the other hand thol1gh the case is less， there 
are areas avoiding environmental problem like this as establishment the system of the cultiva-
tion sector and the stockbreeding sector. Their examples can become important model cases 
solving this serious environmental problem. 1 wil investigate their sl1ccessful cases thoroughly 
and analyze the essential factor for the success. 
Key word :耕畜連携環境保全島腕
1 .はじめに
わが国で、は家畜からでる糞尿を耕地に還元するケースが減少し、地下水の窓素過多や海洋汚染
など深刻な環境問題が発生している。この間j認を解消するためには、家畜糞尿を害なく処理する
か、または有効に利用するシステムを確立させる必要がある。しかし、家畜糞尿は有効に利用さ
れないまま野積み放置され、上述のような環境問題を生じさせているのが現状である。一方で、
ケースとしては少ないものの、この深刻な環境問題を耕畜連携システムの確立を通じて回避して
し、る地域が存夜する。それらの地域は、この環境問題を解消する上で重要なモデルケースとなり
得る。本研究では、それらの成功事例を徹底的に調査し、その成功に不可欠な要因を分析するこ
とを目的としている。
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欧米では耕畜連携を推奨する研究は多く、実際
に耕畜連携は広範に行われている。それは、飼料
作物の生産 畜産物の生産一畑作への堆肥還元と
いう一連の過程が同一国内にあるためである。日
本の場合は飼料作物の生産は海外に依存し、輸入
飼料でいわゆる加工型畜産を行ーっていることから
畑作への堆肥還元という部分がどうしても欠落し
てしまうという特徴がある。そして、囲内研究に
おいても耕畜連携による環境問題解消への有効性
は理解されているものの、耕種部門と畜産部門の
研究は、それぞれ分離独立して行われており、両
部門を関連付ける研究は少なしまた環境問題か
らの視点で耕畜連携システムを考察する研究は看
過されてきているのが現状である。本研究の特色
は、環境問題の解消ないしは軽減という視点から、
耕畜連携システムを構築するための要因を分析し
ていくところにある。
この研究を進めていく上でまず問題になったの
は、調査対象となり得る耕畜連携を確立させてい
る地域の選定にあったが、幸いにも琉球大学農学
部の仲地教授より、沖縄県伊江島をご紹介いただ
いた。この報告書は、耕畜連携システムを確立さ
せている希有な事例の実態調査を取りまとめたも
のである。伊江島では地域複合による資源循環シ
ステムが確立されており、 畜産農家と耕種農家の
聞で堆肥をうまく利用している地域である。そこ
で、我々は、佐賀県上場地域(東松浦半島)にお
ける耕畜連携による資糠循環システムを確立する
ために、伊江島を資源循環システムの先進地域と
して位置づけ、伊江島において資源循環システム
が成功した要因や上場地域との違いなどに注目し
て調査を行ったわけである。今回の調査にあたり
伊江村役場農政課.JAおきなわ伊江支!吉 (以下、
伊江村農協)の皆様方および琉球大学農学部仲地
宗俊先生には大変お世話になった。記して謝した
。、 ??
2.伊江島の概要と農業構造
まず、調査対象となった沖縄県伊江島とはどん
なところか簡単にみておこう。沖縄県伊江島は、
沖縄本島の北西約9kmに位置する東西8.4km南
北3km周囲22.4kmのー島一村(伊江村)の島で
ある。北海岸は断崖絶壁、南海岸はほとんど砂浜
で、殆ど平坦な島である。ただ、島の中央やや東
よりに伊江島を象徴するような海抜172mの城山
(通称伊江島タッチュー)がそびえている(図 1)。
土壌は琉球珊瑚石灰岩土壌(通称島尻マージ)で
弱アルカリ性のため、肥沃と保水力に乏しい地質
である。このように土地が基本的に痩せているの
で、土作りのためにどうしても堆肥が必要である
という事情が伊江島にはある。また、島内には河
川が存在しないため、慢性的な水不足という問題
左は島の中央にそびえる城山(ぐすくやま)で、伊江島タッチューと呼ばれ親しまれている。また遊歩道も盤備されており、 30分ほどで
頂上まで登ることができる。右はその頂上からの風畏であるが、一面に知|が広がっている。また、 写真中央に見えるのが島内各所に設
12されているため池のひとつである。
図 1 伊江島タッチユーと頂上からの眺め
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を抱えている。そのため、島内にはいくつもの小
規模なため池が作られており、近年では国営かん
がし、排水事業として地下ダム(地下に止水監を築
造し、琉球石灰岩のI十Iにある小さな隙!?日に地ー マ水
を貯留する夕、ム)の建設が進められている。伊江
島の総入江は5112人、世帯数は1933世帯(国勢
調査)であり、産業別人口は第一次産業1194人、
第二次産業345入、第三次産業970人となってお
り、第一次産業の割合は47.6%と高い(表 1、
表2)。表 lによって伊江島の人I=lの推移を国勢
調査ベースでみてみると、伊江島の人口は1960
には7492人でおあったが、 1980年までに5039
表1 伊江村の人口推移
人にまで、大幅に減少した。しかしそれ以降は減少
に歯止めがかかり 5100人前後でほぼ横ばいに推
移している。他の離島が深刻な人口流出に頭を摘
めているなかで極めて稀な例であるが、 1980年
代後半からの伊江島農業の発展によってUターン
青年が着実に増加してきていることなどがその要
因である。また、総農家戸数は588戸で、そのう
ち専業農家285戸、第l種兼業農家121戸、第2
穣兼業農家114、自給的農家68戸となっており、
農家構成の全自平均と比較しでも専業農家が多い
のが特徴のひとつと言える(表3)。島内に農業
以外の産業が発達していないこと、また海によっ
'il.f主人
19601ド 1970{1' 1975{1' 198011' 1985"ド 199011' 19951r~ 2000{ド
|子l勢訓1'f. 7.492 5.842 5.254 5.039 5.055 
1: 民主主;本合 IlH 7，614 6，923 6.152 5，793 5，581 
ìl♂ l:fM.J:1'，j役jMg~ú)!;~月!より従f!~の資料による
表2 伊江村の産業部人口
tn 1 <jz Bu業 うち}見栄 第 2iX産業 第 3;欠，m'1~ 
ノ、 1 1，194 1，110 345 
{i'1; I炎上と 47.6% 44.2% 13.8% 
itl 伊江村役助民政ij~!挺供の fi1l'f による
a2: fi1"lは平成12"ドlij勢調子tの京市栄によっている
表3 静江村の農家戸数
専業)1:ミ家
285 
48.5% 
Z1i 1やE
1官業民家
121 
20.6% 
定j2滋
1在去さ J~!J家
114 
19.4% 
iJ 1 : íJ ~i[ 村役J:-b} J~~ 政務H~ {Jtの資料による
iì:2: 資料は 2000{I'.g~林業センサスによっている
I~I 給 n甘 I224f
68 
11.6% 
970 
38.7% 
単位'戸，%
588 
100% 
5，127 5，131 5，112 
5，620 5，511 5，404 
ri{¥L :人，%
2，509 
100% 
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て移動も制限されることなどから兼業の機会が極
めて少ないためである。
伊江島の総面積は2273haで、あり、そのうち農
地は44%にあたる994haで、ある。またアメリカ
の軍用地が801haあるのだが、軍用地の黙認耕作
地が251ha(全体の11%)あり、家畜への牧草
表4 伊江村の地目別面積構成
1也 目 総面積 炭用地 黙認
耕作地
面 程立 2，273 994 801 251 
構成比 100.0% 43プ% 35.2% 11.0% 
注l 伊江島役場農政課より提供の資料による
~T1用地
演習地
327 
供給地のひとつになっている。また、軍用地の演
習地327ha (全体の14.4%) も土日は農家が牧
草の採取に入ることを許可されており、それぞれ
の農家に牧草を採取する縄張りがある。これらを
含めると、島内の70%程度が耕作地として利用
されているわけである(表4、図2)。
単位 ha，%
ltf用 宅地
山林原野 その他
飛行場 その他
12 221 143 132 203 
14.4% 0.5% 9.7% 6.3% 5.8% 8.9% 
[左]は伊江島補助飛行場の滑走路の附に並べられたラッピング飼料である。伊江島補助飛行場の滑走路は普段は道路として使用され
ており、またその周辺は黙認耕作地となっており飼料作物が作付けされている。
[右]はハーベスターによるサトワキビの収穫風景である。サトウキピの収穫作業は手作業や小型機械によるものが一般的であったが、
最近では担い手の高齢化などから大型機械による作業受託によるものが地力[Jしている。
図2 黙認耕作地とサトウキビ収穫風景
伊江島は、農業用水の確保がきわめて困難であ
ることから水田はなく、平坦な地形を利用した畑
作地帯である。そして、サトウキピ、花井、葉た
ばこ、畜産を中心にして野菜等の生産が行われて
いる。伊江島を車で散策して頻繁に目にしたのは、
肉用牛生産の牛舎や葉たばこ生産の畑、電照キク
であった。伊江島に限らず沖縄農業全般に言える
ことであるが、従来の基幹的作目であったサトウ
キビ生産は、元々の収益性の低さに加えて、地力
低下に伴う栽培期間の増加(株出しの減少)、政
府買い入れ価格の抑制などによってさらに収益性
が低下したため、近年では減少傾向にある。小さ
な島であるがゆえに土地利用の競合が激しい伊江
島では、葉タバコ生産や花弁などといった収益性
の高い部門の台頭がサトワキビの減少にさらなる
追い討ちをかけた。 1983-84年製糖期には
53，000tあまりであったサトウキビ生産量は、
2003-04年製糖期には7，500tとなり、実に20年
間で1/7にまでに急激な減少をみた(図3)。調査
時のヒアリングでもサトウキピ生産の減少にとも
ない、伊江村農協直営の製糖工場 (1964年建設)
は2003-04年製糖期をもって閉鎖するとのこと
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図3 伊江村サトウキビ生産の推移
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注1伊江村農村課提供の資料をもとに作成
注2:r合計』は右の目盛数値、その他|土左の目盛の数値である
図4 伊江村農業粗生産額の推移
であった。そうなると、本島の製糖工場へたた、で、
さえ収益性の低いサトウキビをフェリーで運搬せ
ねばならず、今後も伊江島のサトウキピ生産の減
少は、さらに加速すると予想される。こうした状
況を受けて、サトウキビに代わって大幅に生産を
拡大してきたのが葉たばこと花井(特にキク)で
ある。
伊江島の農業粗生産額は1972年の本土復帰以
降成長を続け、 1996年には46，8億円に達し、大
きく 発展を遂げた(図4)。農家 1戸あたりの生
産農業所得351.7万円は沖縄県内でも南大東村の
472，9万円に継ぐきわめて高い水準であり、今や
農業先進地域として注目を浴びている。特に顕著
であった1980年代後半からの急成長は、葉タバ
コと花井の2部門によるとこ ろが大きい。また、
肉用牛生産(繁殖牛)は安定的に成長を続けてお
り、上記2部門とともに伊江島農業の3本柱とな
りつつある。そこで、その3部門の展開について
いま少し詳しくみてみよう。
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3.キク・葉タバコ・肉用牛生産の展開
(1)キク生産
伊江島が長らく慢性的な水不足に悩まされてき
たことについてはすでに述べたとおりであるが、
そのために農業生産も大きく制約されてきたこと
はいうまでもない。しかし、 1980年代以降、島
内各所に相次いで溜め池が建設されるようにな
り、伊江島の農業用水事情は急速に改善された。
それに伴い農業構造にも変化が見られるようにな
ったのであるが、とくに大きく変化したのがおも
にキクを中心とする花井生産であった。実際に島
内の電照キクの岡場を見るとスプリンクラーなど
の濯i既設備が充実しており、 3部門のうちでもも
作付面積 ~ a) ，農家戸数伊)
1<0 
120 
1田
80 
BO 
40 
20 
っとも多くの水を使っている(図6)。さて、そ
の生産面積は1983年には7.6ha(18戸)に過ぎ
なかったが1990年には52，lha(84戸)にまで
急速に拡大し、その傾向は1996年の94.5ha
(129戸) まで続いた(図5).さて、 1990年代
に入るとバブル経済崩壊の影響を受けて花井需要
が減少しはじめた。伊江島のキク価格も1991年
のl本77.7円をピークに減少に転じ、 2001年に
は41.7円にまで下落した。このため、キク生産
者らは面積の拡大を図るなどして収入を維持しよ
うとしたが、 1996年をピークにして作付面積・
粗生産額ともに漸減傾向にある。
生産量C万本)
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注1伊江村役場農政課提供の資料をもとに作成
注2:r作付面積J r農家戸数Jは左の目盛数値
「生産量Jは右の目盛数値である
図5 伊江村キク生産の推移
伊江島のキク生産の利点は温室の建設費や|暖房
費を削減できることにあり、従来その多くが露地
栽培であったが、温暖であるがゆえに害虫の発生
も多く農薬代がかさみ、それが経営を圧迫してい
た。2000年前後になると、台風等の防風を目的
とした平張り防風施設が導入され始めたのだが、
もともと建設費が格段に安いことに加え、国や県
による補助事業も実施されたことから、この平張
り暴風施設は急速に普及した。この施設では台風
被害をほとんど受けずに生産で、きるため、特に需
要の多い年末出荷用のキクの生産拡大やその商品
化率の向上が図られ、それまで停滞ぎみであった
キク生産の組収益の向上をもたらした。また、結
果的に防風ネットが害虫の侵入をも防ぐことか
ら、農薬代の大幅な節減にも繋がった。この施設
の導入が組収益増加と経費削減による収益性の向
上をもたらしており、 2002年度の粗生産額は4
年ぶりに前年比を上回るなど明るい兆しも見られ
るようになっている。
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[左]は電1mキク栽培岡場である。スプリンクラーが備え付けられており、法i既設備が充実していることがわかる。
[右]は葉たばこ栽培岡場である。写真は黒マルチを利用した匝l場であるが使用していない国場も多くみられた。
図6 電照キクおよび葉たばこ栽培風景
(2)葉タバコ生産
伊江島の葉たばこ生産は1960年ごろから取り
組まれてきたが、 1980~1990年の作付面積は
170ha前後で、推移し、農家1戸あたりの粗生産額
もおおよそ600万円程度であった。しかし、平坦
地であることや若い担い手が多かったことなどか
ら、 1990年以降、 JT(日本たばこ産業)の重点
的な産地育成の対象となると、それを期に急激に
生産が拡大 した。 1991年には作付面積が
200.1haとなると、 1997年には300haを突破し
て2000年にはほぼ倍増となる344haにまで拡大
した(図6、図7)。また、当地の土壌が弱アル
カリ性であり栽培に適していたこともこれにプラ
スに作用した。なお、役場でのヒアリング調査に
よれば、この数値はJTとの契約作付面積であるが、
収穫された葉たばこは全量買い取りとなる ことか
ら、契約面積以上に作付ける場合が多く、実際の
作付面積はその1.5倍程度になるのではとのこと
であった。またそれに伴って農家l戸あたりの粗
生産額も 1991年に初めて 1，000万円を超えて
1，075万円となると、 1994年に1，501万円とな
り、 1999年にはついに2000万円を突破し2，211
万円と飛躍的に向上した。葉たばこはJTとの契約
生産であるため安定しており、出荷時の輸送代な
どもJTが負担することなどから利益率は高く
65%である。このようにして葉たばこ生産者は
しだいに高所得を得るようになり、このことがさ
らに島外からのUターン青年を呼び込んでいる。
きて、伊江島の葉たばこ栽培期間は2月中旬~
7月上旬ごろまでである。一方、サトウキビは基
本的に夏植えであり、 8 月 ~9月中旬に植え付け
を行い、それから 1 年半後の 12月 ~2 月に収穫
が行われる。そこで、かつてはサトウキビの収穫
後から植付けまでの期間の農地を葉たばこ農家が
期間借地し、葉たばこを栽培したあと畝割り作業
など行いサトウキビ農家に返還する輪作体系が確
立されていた。 しかし、収益性の低いサトウキピ
生産よりも借地料による収入のほうが高いことや
担い手の高齢化などから、サトウキビ農家から葉
たばこ農家への農地集積が進行した。そして、そ
れと反比例するようにサトウキビ生産が急速に衰
退したのもまさにこの時期であった。このように
して葉たばこ農家に集積した農地では、サトウキ
ビとの輪作体系が崩壊し葉たばこの連作化が急激
に進行するようになった。このため、しだいに連
作障害とみられる立ち枯れ病などが多発するよう
になり、それまで安定的な伸びを示してきた粗生
産額は、 2000年前後から上下を繰り返すように
なり、経営が不安定化してきている。サトウキピ
との輪作体系の見直しも含めた連作障害の解消が
急務となっている。
(3)肉用牛生産
伊江島では本土復帰以前から堆肥の確保を目的
とした小規模な肉用牛生産が営まれていた。また、
1963年に当時の基幹作物であったサトウキビの
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図7 伊江村葉たばこ生産の推移
収量が著しく低下し、その後も低迷が続いたこと
などから地力の維持や農家所得の向上を図るため
に肉用牛の飼養が奨励されるようになった。しか
しそれでも 1970年における肉用牛生産は 1戸当
たりわずか2.1頭であった。伊江村農協へのヒア
リングによれば、 上記のような地力維持に必要不
可欠な畜産業の確立と肉用牛の専業的生産者の確
保のため、 1976年に伊江島農協が伊江村家畜市
場を開設(現在では年8巨|のセ リを開催)し、畜
産を奨励することになった(図 8)。またつづく
1977年には集団肥育施設として農協畜産センタ
ーを建設し、常時200頭程度の肥育が農協直営の
もとで行われた。伊江島の肉牛生産はすべて繁殖
牛であり、 この畜産センターのおもな設置目的は、
将来的な肥育農家の育成を視野に入れた伊江島牛
ブランドの確立と、 島内で生産される子牛の買い
支えである。さらに、 1978年には農協堆肥セン
ターの建設が農業構造改善事業の一環と して行わ
れ、隣接する畜産センターから排世される糞尿と
同農協直営の製糖工場から排出されるパカス(サ
トウキビの圧搾後にでる絞りカス)を原料として、
年間250t程度の堆肥が製造され、 1tあたり
3000円で販売されている。この堆肥は農家の早
L、者勝ちで購入されるのだが、あっという聞にな
[6:]は伊江村家畜市場である。現在の建物は平成8年度に民生安定事業の一環として事業費315，622，000JI1で建設されたものである。
現在年8回 (1，3，4，5，7，9，10，11月の各15日)のセ リが開催されている。
[右]は調査で訪問した肉用牛民家の斎舎である。伊江島では肉用牛の多頭飼育化が進行しているがこの出家では約80頭が飼育されて
いfこ。
図8 家畜市場および肉用牛農家風景
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くなるとしづ。これは伊江島が基本的に堆肥が不
足している地域であるという堆肥の需給を如実に
反映している現象である。また、母牛の導入に際
しでも伊江村農協が「但馬Jや「日高Jなどとい
った優良系統の母牛を購入し、 5ヵ年計画での償
還を原則として各畜産農家にリース事業を行い優
良血統の導入を図った。ともあれ、こうした肉用
牛生産への直接ないし間接の支援によって1980
年代半ばには肉用牛生産は 1戸当たり6.7頭にま
で拡大した。
一方、伊江島では養豚も拡大されてきたのだが、
1970年をピークにして、現在では豚の飼育数は
激減し、肉業牛飼養へとシフトしている。この理
飼養頭数頃)
6，000 
I ..A" 1 "'- 肉用牛飼養戸数
4.000 11 1 官 - l"II曙
3.000 
2，000 
1，000 
由をJAに尋ねたところ、豚は病気などのリスクが
高く、豚から牛への転換が行われたということで
あった。このように、府余曲折はありながらも順
調に拡大されてきた肉用牛生産ではあるが、
1991年の牛肉自由化によって零細生産者の淘汰
が進み、飼養農家数は減少していく (図 9)。そ
して、その一方で、残った畜産農家では経営規模の
拡大が図られるようになったことから飼養頭数は
逆に増加し、 2002年の 1戸あたりの平均飼養頭
数は21.6頭へと急激に増加してきている。牛肉
の輸入自由化の前後に一度は下落した子牛価格
も、 1993年からは上昇に転じて1996年以降は
30万円台後半の高値で安定していることも生産
肉用牛飼養戸数伊)
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図9 伊江村家畜飼養頭数および閃用牛飼養戸数の推移
拡大を後押しした要因である(図10)。そして、
このような多頭飼育化によって一定の所得が確保
できるようになったことや、それに伴い労働力が
畜産業に制約されることなどから、それまでの有
畜複合経営から単一経営へとシフトしてきた。伊
江村農協でのヒアリングによれば、葉タバコ生産
やキク生産の成長に陰りが見られる中で、肉用牛
生産に関しては今後も更なる成長が確実視されて
いるようである。
また、肉用牛生産の発展にともない飼料作物の
作付けも増加しており、 2002年時点で、352haで、
飼料作物が作付けされるようになったが、これは
島内で作付けされる農作物のなかでも最も規模が
大きい。また、前述したように、これ以外にも黙
認耕作地や米軍演習地の一部も牧草地となり飼料
を供給している。しかし、それでも飼養頭数の増
加に伴い、全体としては飼料の必要量を確保でき
ない状態にあるという。このことに関してはかね
てからその梢頭部を飼料として提供してきたサト
ウキビ生産の急激な減少も影響しているのではと
の指摘も聞カ通れた。なお、このサトウキビ梢頭部
の提供に関しては後述する。ともあれ、この不足
分を補うために外国産の粗飼料の購入も増加して
いるということである。
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図10 伊江村家畜市場子牛価格の推移
4.資源循環について
これまでに伊江島農業の3本柱の展開について
それぞれ見てきた。しかし、日本本土から遠くは
なれ、沖縄本島とも海によって隔てられ、しかも
東西8.4km、南北3kmという小さな面積の中で、
これほどまでの成長を成し遂げることができた要
因はそれだけではなし、。それは厳しい条件下にお
いて各部門が互いに補完しながら、限られた資源
や農地を有効的に活用してきたからにはかならな
い。そのことに関連して農地について言うならば、
葉たばこ農家とサトウキピ農家間における期間借
地や、後述するような一般作物の生産に不適な農
地や米軍演習地等を利用した飼料作物の作付けな
どである。
本研究においてとくに注目したいのは、畜産農
家から排出される家畜の糞尿 ・堆肥をめぐる耕種
農家との関係やその取り扱いについてである。伊
江島の地質は「島尻マージJと呼ばれるきわめて
肥沃に乏しい土壌であることから、伝統的に地力
維持を目的とした複合的肉用牛生産が営まれてき
た。その後、積極的に展開されるようになる行政
や農協などによる畜産の振興事業や支援は、
1960年代のサトウキビ生産における収量の低下
が契機となったものである。そのため、耕種農家
は現在でも農作物の生産量を確保するために熱心
に圃場への有機質投入を行い、地力の維持・向上
を図っている。そのため島内における堆肥の需要
はきわめて高く、常に不足状態にあるといわれて
いる。また、ここ数年は葉たばこ生産において非
常に地力を消耗するといわれる連作化が急速に進
行してきたため、堆肥に対する需要はさらに高ま
っている。また、海によって隔てられた離島であ
るがゆえに、島外からの肥料の移入に関しては輸
送などに由来するコスト高となることは避けられ
ない。効率性を追求する近代農業政策のもとで、
当然、伊江島においても化学肥料が支配的ではあ
るが、このような地理的な不利性も島内の有機肥
料の利用を促進している要因のひとつである。
さて、このような堆肥のやりとりは実際どのよ
うにして行われているのだろうか。まずその対象
となる堆肥(あるいは家畜ふん尿)は、ほとんど
が肉用牛に由来するものである。また堆肥の受け
入れ先となるのは、おもに葉たばこ農家やキク農
家であり、さらにここ数年は飼料作物を栽培して
いる肉用牛農家自身も台頭してきた。もちろん、
このほかの耕種農家による利用も行われている。
今回の調査で訪問 した肉用牛農家(飼養頭数80
頭)では、排出された糞尿を牛舎の横に設けられ
た唯肥舎で堆肥化したあと、その50%程度を自
家の牧草地に投入しているという。そしてその残
りを葉たばこ農家やキク農家などの耕種農家に供
給することになる。この農家では2tトラック I
杯3，000円で販売しているというが、堆肥は基本
的に早い者勝ちで販売されるため、耕種農家は完
熟していない「半生Jあるいは「生Jの状態で購
入していくという。そして、耕種農家自らが農地
の隅などで 1~2年程度をかけて堆肥化するとい
うことなのである。一般的な肉用牛産地において
は堆肥の需要が低いこともあって、糞尿の堆肥化
や運搬などの負担はすべて畜産農家に集中する傾
向が強い。それゆえ、そこでは産業廃棄物として
の扱いを受け、野積みされるなどして各地で環境
問題を引き起こしているわけである。しかし、伊
江島ではむしろ家畜の糞尿は貴重な資源として扱
われているように感じられ、この畜産農家の事例
のように糞尿の堆肥化や運搬などを耕種農家が負
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肉用牛生産を拡大させてきたのである。さらに、
その処理に関しても本来は畜産農家が負担するべ
き作業やコストの一部を耕種農家が負担してい
る。また、葉たばこ農家やキク農家にとってみれ
ば堆肥を投入することによって作物の生産量を増
やすことができるのである。そして、生産に適さ
ない農地を提供したり、本来は畜産農家が負担す
るべき糞尿処理に要する作業やコストの一部を負
担することによって、畜産農家はさらに生産を拡
大することができるようになるし、それによって
堆肥の供給量が増加すればそれは葉たばこやキク
の生産拡大にも繋がるのである。このように伊江
島の農業は、農地の高度利用と堆肥等をはじめと
する島内資源の有効活用によって互いの欠点や要
求を補完しながらともに成長してきたということ
である。そして、何よりも互いがちょうど良いバ
ランスに保たれていたということである。あえて
付け加えるならば、堆肥が供給不足の状態にある
ということであるから 肉用牛生産に関してはさ
らに拡大の余地が残っているだろう(図11)。
しかし、 一方で気になるのはサトウキビ生産の
衰退である。なぜならば、 サトウキビ生産は島内
担する場合がきわめて多いのである。このことは、
伊江島における堆肥の確保をめぐる耕種農家聞の
競合の激しさを物語っている。
また、このような金銭を介した取引形態よりも、
堆肥代の代わりに葉たばこやキクの生産には適さ
ない不適地を畜産農家に無償で貸し付ける場合の
ほうが多いということであった。そして、肉用牛
生産者はその農地で牧草を作付けするのである。
また、かねてからサトウキビ農家との聞ではサト
ウキビの梢頭部と堆肥との交換が行われてきた。
サトウキビを収穫する際には梢頭部を切り落とし
たうえで茎部のみを出荷することから、不要とな
った梢頭部を肉用牛の飼料とするのである。それ
はサトウキビの収穫期が、飼料が不足しやすい冬
季であることからとくに重宝されてきたという。
もちろん梢頭部はそのまま圃場に放置したならば
分解され有機肥料となるわけであるから、サトウ
キビ農家にとっては地力維持の面から堆肥の投入
は欠かせないことになる。
肉用牛農家における糞尿処理の問題は飼養頭数
が増加するにしたがって顕著化し、やがてその拡
大を阻むようになる。しかし、伊江島ではそれを
耕種農家へ提供することによって解決し、順調に
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の資源街環サイクルのなかでも一定の役割を果た
してきたからである。サトウキピの庄搾後にLUる
パカスと呼ばれる搾りかすは、堆肥センターなど
で堆肥の原料となったり、あるいは荷機肥料とし
てそのまま農地に投入されるなどしてきた。また、
サトウキピ生産は地力回復のための葉たばこの輪
作作物でもあったし、梢頭部は向JF牛の貴重な飼
料ともなっていたのだ。しかし、 2003叩20041:1三
製糖期をもってお内の製品1工場が閉鎖したことに
より、白内のサトウキピ生産の存続はきわめて密
難な状況に追い込まれた。 堆肥センターではパカ
スの代わりに島外からのおがくず等で対応すると
のことであったが、そうなれ江コスト上昇は避け
られないだろう。サトウキピ生産の消滅によって、
今後どのような影響が表れるのかが注 I~I される。
5幽成功要臨と上場地域との比較
ここで今一度、伊江高における特徴的な資源の
効率的利用のあり方をやや関潔に整理してみると
次のようになろう。第一に、肉牛生産の過程で排
出される堆肥と、サトウキピの鞘頭部を牛の飼料
として交換するものである。第二に、堆肥提供と
農地費fMlの交換取引で、ある。このタイプの多くは、
キクや葉煙草の畑作農家が:[fEJB代金の代わりに1:1l
作に不適な土地を肉牛生産者へ無償で貸し付ける
ものであった。肉牛生産者は、借り受けた農地に
飼料となる牧草を作付けし、飼義頭数を拡大する
ことが可能になる。第三に、葉煙草農家と、サト
ウキピ農家の期間借地である。このタイプは葉煙
車生産の連作障害を避けるためにも重要なもので
あった。しかしながら、上述した伊江島のサトウ
キピ生産の減少に歩調を合わせて、このタイプは
減少している。その結果、葉たばこの連作障害が
発生するようになりっていることは既に指摘し
た。
ともあれ、こうした資源の効率的利用によって、
キクや葉煙草の生産者は貴重な肥料として披肥供
給を肉牛生産者ーからほぼ無償に近いかたちで提供
を受け、生産量を増大させることが可能になり、
畑作農家から堆肥代金の代わりに肉牛生産者へ提
供される不適地の供与は、飼料生産の場を与え、
飼養頭数を拡大させている。このような耕種部門
と畜底部門の連携は、本来廃棄物となる牛糞や不
耕作地の有効利用を可能にするとともに、それぞ
れの部門の生産拡大に相乗効果をもたらしている
と言えよう。
かつて、わが国の農業経営構造もまた地力維持
などを目的とした少数家畜と耕種を組み合わせた
有畜援合経営が支配的であった。そこでは家畜か
ら排世される糞尿は堆肥化して農地に還元され、
農作物の生産増大に寄与してきたし、稲わらなど
は家畜の朗料となっており、資源循環を伴う形態
であった。しかし、やがて経済効率を追求する近
代農業政策のもとで各部門の専門化が進行した結
果、しだいに耕種と畜産が分離されるようになり、
有斎複合経営は急激に減少していったのである。
このような畜産部門と耕種部門の専門化とそれに
伴う分離は、和i・4垂部門では化学肥料に偏東した作
物生産、畜底部門では加工型畜産と呼ばれる海外
飼料などに著しく依存した経営を生み出した。そ
して、そこでは資源の循環が寸断され、その結果
としてさまざまな環境問題を引き起こしてきたわ
けである。しかし、伊江島においては制種部門と
商産部門の専門化やそれに伴う分離が進行しつつ
も、耕種農家と畜産農家が連携することにより、
資源の諮環が今なお行われていた。つまり従来の
有斎複合経常に代わって単一経営が支配的となる
中で、農家単位から地域単位の有畜複合経営へと
形態を変化させながら資源の循環を維持してきた
わけである。失われてしまったかつての理組的な
有畜複合経営の姿を伊江j誌にみた想いである。
ひるがえって、佐賀県の肉牛生産地である上場
地域(佐賀県北西部)について伊江烏と比較しつ
つ、考えてみよう。伊江島と佐賀県の決定的な違
いのひとつに、駐日目に対する需要の述いが存在す
る。 fjr'Z工島は、上述したように烏況マージという
地質と、島外からの肥料の持ち込みに輪送コスト
がかかることから、島内で生産される堆肥に強烈
な需要があった。農協経営の宙産センターで販売
される堆胞が早い者勝ちであっという間になくな
るということからもその旺盛な需要が向い知れ
る。逆に言えば、堆肥確保のためにも畜産を振興
せざるを得ないという特殊な事情があった。これ
が有畜経営なり資源の効率的利用を追求する環境
保全型農業を育成してし、く基盤となっている。も
ちろん、そうした環境保全型農業を積極的に後押
しした農協や行政もfl地(1993)の言うように
評価されてしかるべきである。一方で、佐賀県の
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場合はどうか。 近年の小林 (2004) らの研究に
よれば、家畜糞尿から排出される窒素量 (N) と
それを受け入れる側の畑作部門の面積を比較した
試算によれば、理論上も堆肥は若干余っていると
いう結果がl明らかにされている。つまり、佐賀県
は堆肥の過剰地域という伊江島とは逆の構図にな
っているのである。加えて、佐賀県の場合は、堆
)j巴に代わる代替的な肥料の入手も比較的易しいと
いう事情がある。つまり、堆肥に対する強烈な需
要が伊江島ほどないのである。堆肥を有効に利用
し、畜産地帯における環境問題を軽減させるため
には、堆肥への需要を創出する作業が求められる。
例えば、近年佐賀県において増加している有機
JAS認証農家の中には肥料としての堆肥に着目す
る農家も多いことから、それら農家へのマニアス
プレッター(堆肥散布機)購入の補助などがあれ
ば、堆肥に対する需要もでてくるものと思われる。
また、伊江島の堆肥は、小さな島内での消費で
あり、いわば地産地治という側面が強いが佐賀県
の場合、もちろんそうした形態もあるものの、畜
産地情と主要な畑作・水1地帯が離れており、堆
肥の流通コストの問題が発生してくる。つまり、
畑作・水田農家にしてみれば「堆肥は欲しいが高
いコストを払ってまでも.. . . . . Jというもどかし
さがある。つまり、潜在的な需要はあっても購資
力を伴った有効需要としては表面化してこないと
いう難点を抱えている。耕種音1門の堆肥の有効需
要を喚起するため、そして家畜糞尿から発生する
各種の環境問題を解消するためにも、行政による
准肥流通への助成が強く望まれる。
さらに、佐賀県では、畜産農家と畑作・水I農
家の連携が伊江島ほどないものと思われる。伊江
島のような金銭を伴わない資源の交換、例えば水
田などからでる稲わらと堆肥の交換などの可能性
は位賀県においても十分にあるものと考えられる
が、そのためには先に述べた流通劫成の他に、役
場や農協が中心となった畜産部門と耕種部門の話
し合いの場を設けることも必要でらあろう。特に、
有機農産物への意識が高い地域などは、当然のこ
となカ2ら肥料としてのI在日Eに強し、関心をもってい
る(例えば佐賀県江北町は阿ぐるみで環境保全型
農業を展開している)。こうした意識の高し、地域
との耕畜連携の可能性は極めて高いものと考えら
れる。
今後も耕畜連携の成功例を徹底的に誠査し、ま
た、佐賀県上場営農センターや行政と協力しつつ、
佐賀県内において現実に耕畜連携システムを構築
し、佐賀県内で発生している家畜排世物由来の環
境問題を解消したいと考える。なお、本研究の一
部はトヨタ財団の研究助成(A)r環境保全を目的
とした耕種部門と畜産部門の連携システム構築に
関する研究J(2004~05年度)に基づいている。
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